
はじめに

　インターネットや携帯電話の普及が示すように、

近年の情報化の進展は目覚ましい。しかしながら、

過疎地域においては、高速大容量の通信が可能な

ブロードバンド化が遅れているケースもみられる

など、地理的要因によるデジタル・ディバイドの

発生が懸念されている。

　一方で、人口減少・高齢化の進行が見込まれる

中、地域コミュニティの維持や産業振興等を進め

ていく上で、情報通信基盤の整備とその活用は、

有効な手段の一つであると考えられる。

　そこで本稿では、急速な過疎化・高齢化が進ん

でいる、山口県東部の周防大島地域をモデルケー

スに、アンケート調査の結果も踏まえながら、高

齢社会における地域情報化の方策を検討する。

　なお、本稿の内容は、当研究所が平成１５年度に

�中国産業活性化センターより受託した「周防大

島における高齢社会に適した情報通信基盤の整

備・活用方策調査」の結果を要約したものとなっ

ている。

１．周防大島地域の現状

�　データでみた周防大島地域
　�概　　要
　周防大島は山口県東南部に位置する、瀬戸内

海では淡路島、小豆島に次ぐ３番目に大きな島

である（図表１）。
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図表１　周防大島地域の位置



　当地域は全国的にも高齢化が進んでいる地域

であるが、多くの高齢者が、島の沿岸等で漁業

を営んだり、山の斜面の段々畑で特産の「大島

みかん」を栽培したりするなど、元気に働いて

おり、「生涯現役」の島ともいわれている。

　なお、周防大島地域はもともと、大島郡４町

（久賀町、大島町、東和町、橘町）で構成されて

いたが、２００４年１０月に４町が合併し「周防大島

町」となった。

　�人口動向
　ａ．減少する人口と近年の社会増傾向
　国勢調査に基づく周防大島地域の人口は、終

戦直後をピークに減少傾向が続いている（図表

２）。�統計情報研究開発センターの推計では、

２０３０年の人口は、ピーク時の５分の１まで減少

すると見込まれている。

　周防大島では、高度成長期の昭和４０年代前半

（１９６６年～１９７０年）頃に１，０００人程度の社会減少

（転出超過）が続いた（図表２）。これは、若者

が雇用の場を求めて、大規模な工業地帯や大都

市に流出したことによるものと考えられる。

　ところが最近は、特に県外からの転入が転出

を上回っている（次頁図表３）。この要因として

あげられるのは、高度成長期に県外へ転出した

人々の一部が、定年に伴い帰郷しているという

点である。図表３をみても、５０～６４歳のいわゆ

る向老期世代が、若者の県外流出分を上回る勢

いで県外から流入しており、この多くは、廃

業・退職を機に、妻（同伴者）を連れてＵター

―� ―��

図表２　周防大島地域の人口推移

（資料）実績人口：総務省「国勢調査」
推計人口：（財）統計情報研究開発センター「市町村の将来人口２０００～２０３０�年」

（資料）山口県「山口県人口移動統計調査」



ンしているものとみられる。但し流入者の中に

は、周防大島の風土等に惹かれた�Ｊターン、Ｉ

ターン者も含まれているようである。

　ｂ．少子高齢化の進展
　出生数から死亡数を差し引いた自然増減の動

きをみると、減少傾向を少しずつ強めており、

特に出生数は１００人程度まで減少している（前頁

図表２、次頁図表４）。

　こうしたトレンドは結果的に、地域の高齢化

（高齢者構成比の拡大）をもたらす要因となる。

実際に周防大島地域では、１９８０年には５０歳代の

ウェイトが最大であったが、２０００年には７０歳代

が最大となっている（図表４）。さらに今後２０年

で、８０歳以上人口が７０歳代に次ぐ２番目のウェ

イトとなるなど、高齢者の中でもより高齢化し

た人々の比率が高まるとの推計がなされている。

　�産業構造
　周防大島地域の市町村内総生産と、山口県の

県内総生産をもとに、産業別構成比でみた特化

係数を算出したところ、農業・水産業が極めて

高い（次頁図表５）。就業者に関しても、これら

第一次産業のウェイトは非常に大きく、３割近

くが農業もしくは漁業の従事者である（図表５）。
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図表３　周防大島地域の人口流入の状況

（資料）山口県「山口県人口移動統計調査」

（資料）山口県「山口県人口移動統計調査」 （資料）山口県「山口県人口移動統計調査」
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図表４　周防大島地域の出生・死亡数と年齢構成比の推移

（資料）山口県「山口県人口移動統計調査」

（資料）総務省「国勢調査」 （資料）総務省「国勢調査」、（財）統計情報研究開発セ
ンター「市町村の将来人口」

図表５　周防大島地域の産業構造

＊特化係数：周防大島地域の産業別市町村内総生産構成比
を、山口県の産業別県内総生産構成比で除したもの
（資料）山口県「県民経済計算」「市町村民経済計算」 （資料）総務省「国勢調査」



�　アンケート結果
　�島内住民アンケート結果
　平成１５年（２００３年）８月下旬から９月にかけ

て、島内５１０世帯に調査票を配布し、郵送にて

１２９の回答を得た（回収率２５％）。さらに、島内

の高校生（３年生）のうち島内に居住している

者６０名に調査票を配布し、郵送にて５９の回答を

得た（回収率９８％）。

　まず、周防大島に関する様々な事柄について

評価をしてもらい、『満足』を＋１０点、『不満』

を－１０点としてスコア化し、その結果を「満足

度」とした。このうち、高校生を含まない一般

島民の回答をみると、「働く機会の多様さ」「公

共交通機関の整備状況」「買い物の便利さ」など

に対する不満が強い（図表６）。

　また、『将来の周防大島がどのような島であっ

てほしいか』という点を尋ねたところ、一般島

民では「高齢者が安心して過ごせる島」という

回答が最も多く、６５歳以上の島民に限ると、こ

の回答の比率は７割近くにまで高まっている

（図表７）。

　�周防大島出身者アンケート結果
　平成１５年（２００３年）８月下旬から９月にかけ

て、島外在住の周防大島出身者３００名に対し、郵

送にてアンケートを実施したところ、１９２の回答

を得た（回収率６４％）。
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図表６　周防大島地域に対する評価

図表７　周防大島地域の将来像



　Ｕターンの意向を尋ねたところ、「Ｕターン

したい」が約２割、「Ｕターンしたくない」が約

３割であった（図表８）。

　また、Ｕターンを検討する際のポイントにつ

いて評価してもらい、『重視する』を＋１０点、

『重視しない』を－１０点としてスコア化し、その

結果を「重視度」とした。図表８によると、特

に重視度が高いのは、「医療サービス」「介護

サービス」「下水道など生活基盤の整備」などで

ある（図表８）。

�　周防大島における今後の課題と望まれる姿
　�高齢者が安心して生活できる福祉システムの
　　構築
　今後の周防大島は、超高齢社会に対応した、

高齢者が安心して日常生活を送れるような福祉

システムの構築が必要といえる。アンケート結

果をみても、島民は周防大島が「高齢者が安心

して過ごせる島」であることを最も望んでおり、

出身者がＵターンを検討する際に最も重視する

点も、「医療サービス」や「介護サービス」と

なっている。

　�高齢者がいきいきと生活できるシステムの構築
　周防大島では今後も、高齢者が住民の中核を

占めることとなる。そこで、これを前提とした

様々なシステムを構築していく必要がある。例

えば、農業を中心に、高齢者が主体となってい

る産業があることから、これらの活性化や、よ

り良い労働環境づくりを実現することが求めら

れる。また、高齢者が生きがいを持ち続けて生

活できるよう、自己実現の場を提供していくこ

とも重要である。

　�ＵＪＩターン促進
　今後、島外で周防大島へのＵターン予備軍が

大量に発生する。また、ＪターンやＩターンの

動きも窺えるようになってきている。これらを

現実のものとするためには、そのことを想定し

た地域づくりも必要となる。

　�観光地としての振興
　自然が豊かな周防大島では、観光が重要な産

業となっている。そこで、農漁業体験や食の活

用などを絡ませながら、観光振興を図っていく

ことが望まれる。こうした取り組みが、雇用の

受け皿の創出や、地域の経済基盤の強化に結び

つくものといえる。

　�生活基盤の整備
　アンケートによると、島民は周防大島に対し

て、「日常生活が便利な島」であることを望んで

いる。そこで今後、下水道など生活基盤の整備

を進めていく必要がある。この整備は、住民に

とって住みよい地域づくりに結びつくだけでな

く、ＵＪＩターンの促進のためにも必要な前提

条件となるだろう。

　�新たな産業基盤の整備
　アンケート結果をみると、島民の「働く機会

の多様さ」に対する不満は非常に大きく、新た

な就業機会の創出が大いに望まれているといえ

る。また、ＵＪＩターン者の「生活の糧」が得
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図表８　周防大島地域へのＵターン希望



られるよう、新たな産業基盤が整備されている

必要がある。

　このことは、島内に住む若者の定住に加え、

島外の大学等を卒業する若者に、早いうちに島

内に帰って生活する場を提供するためにも、重

要な課題となる。

２．地域情報化を巡る動き

�　社会の情報化の動向
　我が国では、パソコンや携帯電話が広く普及す

る中で、国民の２人に１人以上がインターネット

を利用する状況にある（図表９）。特に最近は、ブ

ロードバンド化の進展により、インターネットの

利用目的も、情報検索やメールといった単純なも

のから、音楽・映画の視聴やショッピング等へと

多様化している。

�　情報通信技術の動向
　インターネットのアクセス手段については、電

話回線を使用したダイアルアップ方式やＩＳＤＮ

（総合デジタル通信サービス）などのいわゆるナ

ローバンドに代わり、ＤＳＬ（デジタル加入者線）

やＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）などの高速・超高

速回線を使用するブロードバンド化が進んでいる。

平成１４年（２００２年）末現在のブロードバンド利用

人口は、インターネット利用人口の４分の１以上

に達しており（図表１０）、５年後には７割弱を占め

る見通しである。

�　デジタル・ディバイドの存在
　パソコンやインターネットが急速に普及する一

方で、世代・地域等によるＩＴの活用度合の違い

から、デジタル・ディバイドと呼ばれる格差が生

じている。

―� ―��

図表１１　世代別・都市規模別インターネット利用状況

（出典）総務省「通信利用動向調査」
（資料）総務省「平成１５年版情報通信白書」

（出典）総務省「通信利用動向調査」
（資料）総務省「平成１５年版情報通信白書」

図表１０　日本のブロードバンド利用状況

（出典）総務省「通信利用状況調査」
（資料）総務省「平成１５年版情報通信白書」

図表９　日本のインターネット利用状況

（出典）総務省「通信利用状況調査」
（資料）総務省「平成１５年版情報通信白書」



　総務省の調査によると（前頁図表１１）、１３～１９

歳のインターネット利用率が９０％近い水準にある

のに対し、６０代以上では２０％にも満たず、高齢者

の利用率の低さが目立っている。また、都市規模

別のインターネット利用率は、町・村部が最も低

い。

�　地域情報化の進展
　近年、地方部でのブロードバンド化を進めるた

め、自治体が事業主体となって、光ファイバ等に

よる基幹網を整備する動きが広がっている。その

一方で、民間通信事業者によるネットワーク整備

を促し、それに対して財政支援する取り組みもみ

られる。

�　山口県の情報化の動向
　�情報通信基盤の整備状況
　山口県では、平成１５年（２００３年）１２月末現在、

県内５３市町村のうち３３市町村で、ＤＳＬ、ＣＡ

ＴＶまたは光ファイバによるＦＴＴＨ（������

�����������）によるブロードバンドサービス

が提供されている。ちなみに、ブロードバンド

加入数は約１０９千件（ＤＳＬ：６０千件、ＣＡＴ

Ｖ：４４千件、ＦＴＴＨ：４千件）で、世帯普及

率は１８．６％となっている。

　�やまぐち情報スーパーネットワーク
　やまぐち情報スーパーネットワーク（ＹＳ

Ｎ）は、山口県が敷設した、高速大容量（最大

６２２Ｍｂｐｓ）の光ファイバ網（総延長８３０�）に

よるネットワークである（図表１２）。

　現在、県内市町村の他、様々な分野で１００を

超える団体・企業等がＹＳＮを利用しており、

救急医療や農林業、生涯学習などの県民利用型

システムが構築されている他、実験事業として

様々なプロジェクトが展開されている。

３．周防大島地域における情報化の現状と課題

�　各分野での情報化の動き
　周防大島では、２００３年（平成１５年）１２月に念願

のブロードバンド化が実現するなど、情報化の推

進に向けた取り組みが進められている（図表１３）。

―� ―��

図表１２　やまぐち情報スーパーネットワーク

（資料）山口県



�　アンケート結果
　島内住民向け・周防大島出身者向けのアンケー

トでは、周防大島における情報化の状況について

も尋ねている。

　�パソコン所有・インターネット利用状況
　アンケートによると、世帯にパソコンがある

一般島民は約４割であった。また、世帯にパソ

コンを所有している島民に関しては、家族を含

めると７割以上がインターネットを利用してい

るという結果になった（次頁図表１４）。ちなみに、

本アンケートの実施時期は、周防大島でのブ

ロードバンド化が実現する前である。

　�インターネット利用時の不満
　島民に、インターネット利用時の不満点を尋

ねたところ、調査時点ではＡＤＳＬサービスが

提供されていなかった事もあり、「通信速度が遅

い」との回答が最も多い（次頁図表１５）。また６５

才以上の島民では、「操作が難しい」との回答も

１割以上となった。

　�周防大島の情報化に期待するもの
　島民が周防大島の情報化に期待するものは、

「一人暮らしになっても万一の時には医師と連絡

がとれる」がトップであった（次頁図表１６）。

なお、高校生の回答では、「色々なテレビ番組を

見ることができる」の回答が６割以上に達して

いる。

�　周防大島地域における情報化の課題
　�日常生活の安心・利便性確保
　高齢化という現状を勘案すると、情報通信基

盤の整備により、日常生活での安心・利便性を

確保できるようなシステムを構築する事が、極

めて重要と考えられる。

　�生活に豊かさをもたらす
　アンケート結果をみると、インターネット等

を通じて最新情報を入手したいという意向の強

さが窺える他、年齢の高い層では、生涯学習に

対する意欲が感じられる。情報化により生活に

豊かさをもたらし、生涯現役社会の実現につな

げる必要があろう。

　�経済基盤の再構築につなげる
　ＵＪＩターンの受け皿づくりという観点から

も、情報通信基盤整備により、物や人の流れを

活発にし、周防大島の経済基盤の再構築につな

げていく事が重要である。

　�ブロードバンド化を進める
　ブロードバンド化が遅れたままでは、島外と

のデジタル・ディバイドがさらに拡大する懸念

もある。上記�～�に挙げた課題を解決するた

めの基盤という意味でも、周防大島のブロード

バンド化は早急に進める必要があるだろう。
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図表１３　周防大島地域における情報化の取り組み（平成１５�年１２月時点）
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図表１４　島民のパソコン所有・インターネット利用状況

図表１５　島民のインターネット利用時の不満点

図表１６　周防大島の情報化に期待するもの



４．周防大島地域の情報化に向けた方策

�　情報通信基盤整備・活用の方向性と具体的な
施策
　�３つの方向性
　周防大島の課題と将来像、及び情報化の課題

等を踏まえ、今後進めるべき情報通信基盤整

備・活用の方向性を、図表１７に挙げた３点に集

約した。

　�具体的な施策
　情報通信基盤整備・活用に向けた具体的な施

策としては、以下の点が挙げられる（図表１８）。

�　アプリケーションの導入
　�生活総合支援システム
　高齢者を中心とする住民の生活を支援するた

め、保健・医療・福祉だけでなく、幅広い分野

をカバーするシステムである（次頁図表１９）。

　�交通情報システム
　ＩＴＳ（高度道路交通システム）の仕組みを

導入し、島内のバス運行に関する情報提供に加

え、住民や観光客などに島内外の道路情報を提

供するシステムである（次頁図表２０）。
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図表１８　周防大島地域における情報通信基盤整備・活用の具体的な施策

図表１７　周防大島地域における情報通信基盤整備・活用の方向性
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図表１９　生活総合支援システム

図表２０　交通情報システムの内訳

生活総合支援システムの内訳



　�行政総合サービスシステム
　家庭のパソコンや公共施設の端末を通じて、

住民に広範かつ充実した行政サービスを提供す

るシステムである（図表２１）。

　�学校教育・生涯学習支援システム
　島内の小・中・高校や図書館、公民館等を結

び、学校教育や住民の生涯学習に活用するシス

テムである（次頁図表２２）。

　�地域コミュニティシステム
　インターネットを活用し、時間や距離に縛ら

れない形での、住民同士の活発な交流を促進す

る、「バーチャルコミュニティ」とも言えるシ

ステムである（次頁図表２３）。

　�防災情報システム
　台風等の災害が発生した際に、被災状況や避

難場所などの情報を住民や関係機関に迅速に伝

えるシステムである。
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図表２１　行政総合サービスシステム

行政総合サービスシステムの内訳
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図表２２　学校教育・生涯学習支援システム

学校教育・生涯学習支援システムの内訳

図表２３　地域コミュニケーションシステムの内訳



　�産業情報システム
　島内の事業者に対して、農業などの産業情報

を提供するだけでなく、観光客など島外への情

報発信も行うシステムである（図表２４）。

�　ネットワークの整備
　ネットワークについては、役場などの公共施設

間を結ぶネットワーク（地域公共ネットワーク）

と、各家庭までのネットワーク（ラストワンマイ

ル）に分けて検討する（次頁図表２５）。

　�地域公共ネットワークの構築
　�光ファイバ
　ネットワークを光ファイバで構築するもので、

超高速・大容量のデータのやり取りが可能であ

る。役場など主要な公共施設を、大容量の基幹

網で結び、それ以外の公共施設については、容

量の小さい支線網で接続する事が想定される。

　�光ファイバ＋無線系
　基幹網は光ファイバで構築するが、支線網の

一部又は全部を、無線系のネットワークとする

もので、�に比べ構築コストを抑える事が出来
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図表２４　産業情報システム

産業情報システムの内訳



る。但し、山間部など電波が届かない地域は、

逆に光ファイバでなければ難しいといえよう。

　�ラストワンマイルの整備
　ラストワンマイルの整備については、離島や

山間部との接続を考えると、以下の複数の方法

を組み合わせるのが現実的といえる。

　�ＡＤＳＬ
　島内でのサービスが開始されたＡＤＳＬを活

用するもので、現状では最も取り組みやすい方

法といえる。但し、島内全域をカバーする事が

困難であり、ラストワンマイルの本格的な整備

までの過渡期における対応という事になろう。

　�光ファイバ（ＦＴＴＨ：Fiber To The Home）
　島内の家庭に光ファイバケーブルを引き込み、

超高速のインターネット接続を可能とするもの

である。ネットワーク構築コストは高価になる

が、必要な伝送容量に応じて、光ファイバの種

類を変える事により、若干のコストダウンは可

能である。

　�ＣＡＴＶ
　ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）回線を利用した

インターネット接続を行うもので、テレビ放送

の充実を図る場合には、特に有効といえる。光

ファイバと同軸ケーブル（銅線）を組み合わせ

る、ＨＦＣ（������　�����　����）方式と呼ば

れる方式を採用する事で、ネットワーク構築コ

ストは引き下げられる。但し、テレビ放送の再

送信等を行うためのセンター施設が必要である。

　�無線系の活用
　ＦＷＡ（�����　��������　������：加入者系無

線アクセスシステム）など無線系のネットワー

クを活用して、高速インターネット環境を整備

する方法である。離島への接続については本手

法が現実的である他、島内全域に光ファイバを

敷設する場合に比べ、コスト軽減や工期短縮と

いったメリットがある。
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図表２５　周防大島地域におけるネットワーク整備のイメージ



５．実現化に向けて

�　整備主体
　ネットワークを行政が全て自前で整備する場合、

イニシャルコストについては様々な補助金が活用

出来るものの、ランニングコストは別途捻出する

必要がある。

　一方、行政は公共ネットワークのみ整備して、

ブロードバンドサービスは、民間がネットワーク

を整備した上で提供するという方法も想定出来る。

但しブロードバンドについては、採算の問題から、

島内全域でのサービスが受けられない可能性もあ

る。

　また、民間がネットワークを整備し、ブロード

バンドサービスを提供すると共に、公共部分につ

いては行政がユーザーとして使用する方法が考え

られる。但し、回線使用料として支払うランニン

グコストは、自前で整備するケースに比べ割高と

なる。

　なお、アプリケーションに関しても、民間にア

ウトソーシングする方法がある。急速な技術革新

等を背景に、システムを全て自前で構築する事は

難しいと考える自治体は増えているものとみられ、

今後アウトソーシングのニーズは高まるものと思

われる。

�　資金調達方策
　行政が補助事業を活用して情報通信基盤の整備

を行う場合、システム構成等の制約を受けること

から、場合によっては当初の構想と異なる内容に

なるという事態も考えられる。また、技術革新や

住民ニーズの変化等に伴い、システムの機能を見

直そうとしても、目的外への転用が出来ない可能

性もある。

　さらに、補助事業の対象は基本的にイニシャル

コストの部分であり、ランニングコストについて

は何らかの形で捻出する必要がある。このため、

計画策定時には、綿密なコスト試算を行うと共に、

ユーザーである住民に一定の受益者負担を求める

事も、選択肢の一つとして検討すべきであろう。

�　情報化推進にあたり留意すべき点
　情報通信基盤の整備・活用を推進していくには、

アプリケーション・ネットワークを動かす仕組み

づくりが重要であり、そのためにも行政と地元住

民・企業等が連携し、お互いが認識を共有してい

く事が求められる。

　具体的には、イベントやセミナーの開催等によ

り積極的なＰＲを行い、島民への啓蒙を図る事が

重要である。住民の中から、地域情報化を進めて

いくリーダー的な人材を育成していく事も有効な

手段であろう。さらに、高齢者のインターネット

等の利用を促進していくには、操作指導など充実

したサポート体制を構築する事も重要で、こうし

たサポートは、住民ボランティアが中心となって

行う事も想定される。

おわりに

　今回の調査では、アプリケーションやネット

ワークの整備手法に関して、地元での議論のたた

き台となるよう、あえて複数の選択肢を提示する

形をとった。ちなみに、合併後の周防大島町では、

本調査の結果を踏まえて、情報通信基盤整備に向

けた具体的な検討が進められている。

　本調査が、周防大島と同様に過疎化が進む地域

における、情報化の取り組みの参考となれば幸い

である。
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